
 

中小企業の賃上げ税制はこうなる！ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業の賃上げ税制のポイント 

適用期限が 1 年延長され、次のように、これまでの賃

上げ要件である前年度比 1.5％以上増加（①）をそのま

まに、新たに前年度比 2.5%以上増加させた場合に税

額控除率が 30％となる要件（②）が追加されました。 

雇用者には、既存の従業員（パート・アルバイト等を含

む）だけではなく、新規採用の従業員も含まれます。 

給与増加額（賞与含む）は、制度を適用する年度の雇

用者給与等支給額から前年度の雇用者給与等支給額

を控除した額になります。 

  ①②の賃上げ要件に加えて、教育訓練費の増加等

による上乗せ要件（③）があります。 

これにより、前年度比 2.5%以上の賃上げと教育訓練

費の前年度比 10％以上増加で、税額控除率は最大の

40%になります。 

上記の改正は、令和４年４月１日以後に開始する事業

年度から適用されます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

税制の恩恵を受けられない企業には? 

赤字など業況が難しい中でも、賃上げ等に取り組む中

小企業向けに、補助金の特別枠等が創設されます。  

(1) ものづくり補助金の特別枠の設定 

「ものづくり補助金」に、賃上げ等に取り組む赤字事業者

を対象とした「回復型賃上げ・雇用拡大枠」が設けられます。 

【回復型賃上げ・雇用拡大枠】 

次の要件をすべて満たす 3～5 年の事業計画を策定

する必要があります。 

① 事業者全体の付加価値額を年率平均 3%以上増加さ

せること 

② 雇用者全体の給与総額を年率平均 1.5％以上増加さ

せること 

③ 事業場内最低賃金を地域別最低賃金より 30 円以上

引き上げること 

◎補助上限額と補助率  

申請類型 補助上限額※1 補助率 

通常枠 750万円 

1,000万円 

1,250万円 

1/2※2 

回復型賃上げ・雇用拡大枠 

2/3 

デジタル枠 

グリーン枠 

1,000万円 

1,500万円 

2,000万円 

※1 従業員規模により異なる 

※2 小規模事業者・再生事業者は 2/3 

(2) 持続化補助金の特別枠の設定 

小規模事業者が経営計画を作成して取り組む販路
開拓や生産性向上に要する経費の一部を支援する
「持続化補助金」に、「成長・分配強化枠」が設けられます。 

【成長・分配強化枠】 

事業場内最低賃金を地域別最低賃金より３０円以
上引き上げる事業者や事業規模を拡大させた事業者
が対象です。 
◎補助上限額と補助率  

申請類型 補助上限額 補助率 

通常枠 50万円 2/3 

成長・分配強化枠 200万円 2/3※3 

新陳代謝枠※1 200万円 
2/3 

インボイス枠※2 100万円 

※1 創業や後継ぎ候補者の新たな取り組み 

※2 インボイス発行事業者への転換 

※3 一部の類型において赤字事業者は 3/4 

出典：TKC事務所通信 ２０２２年４月号 

 

2022 年 4 月 第 329 号 

中 期 経 営 計 画 教 室 の ご 案 内  

■今月の開催日時： 

令和 4 年 4 月 21 日（木）10：00～17：00   

※毎月第三木曜日開催  

■会  場：ベイヒルズ税理士法人 セミナー室  

■参加費：弊社顧問先様  1 日 30,000 円 

一般の方     1 日 50,000 円        

※詳細のお問い合わせ、お申し込みは、045-450-6701 

（担当 MAS 課）までご連絡ください。 

 

賃上げ要件 

① 雇用者全体の給与総額を前年度比で 1.5%以上増加 
➡ 給与増加額の 15％を税額控除 

または 
② 雇用者全体の給与総額を前年度比で 2.5%以上増加 

➡ 給与増加額の 30％を税額控除 
 

教育訓練費の増加等による上乗せ要件 

＋さらに 
 

③ 教育訓練費を前年度比で 10%以上増加 
➡ 税額控除率を 10％上乗せ 

 
(注)税額控除は、法人税額の 20％が上限 
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